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令和６年 障害者雇用状況の集計結果 

（令和６年６月１日現在） 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、常時雇用する従業員の一定割合以上の障害者の雇

用義務がある事業主等から、毎年６月 1 日現在における身体障害者、知的障害者及び精神障害者の

雇用状況について公共職業安定所への報告を求めています。 

旭川公共職業安定所管内の令和６年６月１日現在における雇用状況に関する集計結果は以下の

とおりです。 

 

 

 

 

◎ 集計結果のポイント 

【 民間企業(４０．０人以上規模の企業) 】（法定雇用率２．５％） 

○ 集計企業数は３１０社（対前年比 18.3%、48 社増加） 

○ 雇用率の算定基礎となる対象労働者数は 33,693.0 人（対前年比 5.6%、1782.5 人増加） 

○ 雇用されている障害者の数は８７９．５人（対前年比△4.1%、38.0 人減少） 

○ 実雇用率は２．６１％ (対前年比 0.27 ポイント減少)  

○ 法定雇用率達成企業の割合は５３.５％ (対前年比 7.2 ポイント減少) 
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【 公的機関 】（法定雇用率２．８％） 

○ ２．８％の法定雇用率が適用される機関： 

・対象機関数は１８機関（前年と同じ） 

・雇用率の算定基礎となる対象労働者数は5,270.0 人（対前年比 1.5%、80.0 人増加） 

・雇用されている障害者の数は１４５．０人（対前年比 10.3%、13.5 人増加） 

・実雇用率は２．７５％(対前年比 0.22 ポイント上昇) 

・法定雇用率達成機関の割合は６１．１％(対前年比 5.6 ポイント減少) 

 

【独立行政法人等】（法定雇用率２．８％） 

・対象法人数は２法人（前年と同じ） 

・雇用率の算定基礎となる対象労働者数は1,453.5 人（対前年比△1.3%、19.0 人減少） 

・雇用されている障害者の数は３６．０人（対前年比△2.7%、1.0 人減少） 

・実雇用率は２．４８％（対前年比 0.03 ポイント減少） 

・法定雇用率達成機関の割合は５０.０％（前年と同じ） 

 

 

 

 

 

 

民間企業については 

◎雇用されている障害者の数は、前年より４．１％（３８．０人）減少の８７９．５人となりま

した。また、実雇用率は２．６１％と前年より０.２７ポイント減少、法定雇用率の達成企業割

合は５３.５％と前年より７．２ポイント減少しました。 

対象企業数３１０社のうち４６.５％にあたる１４４社が法定雇用率を未達成であるため、今

後とも、各企業が法定雇用率を達成するよう指導に努めてまいります。 

 

◎また、旭川公共職業安定所では、求人の開拓や北海道障害者職業センター、障害者就業・生活

支援センター、福祉施設及び特別支援学校等との連携によるチーム支援の充実、ジョブコーチ

等を活用した職場適応の促進等により、障害者の雇入れの支援にも努めてまいります。 

 

 

地方公共団体及び独立行政法人等については 

◎地方公共団体は７機関が法定雇用率を未達成でした。 

民間企業に率先垂範して法定雇用率を達成する立場にあることから、未達成の機関等に対する 

達成指導を強力に実施することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

このため、旭川公共職業安定所では 
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○ 障害者実雇用率の推移 

 

○ 障害種別の雇用障害者数の推移 
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身体障害者 知的障害者 精神障害者

  令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 6年 

対象労働者数 32,574.0 32,037.5 31896.5 31,334.0 31,910.5 33,693.0 

障害者全数 869.5 924.0 890.0 809.5 917.5 879.5 

  身体障害者 518.5 531.0 505.5 495.5 495.5 506.0 

  知的障害者 227.0 241.5 242.0 235.5 260.0 261.5 

  精神障害者 124.0 151.5 142.5 78.5 162.0 112.0 

 

Ⅱ 民間企業における雇用状況 
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○ 法定雇用率２．８％が適用される機関の雇用率の推移 

 

 
 

 

 

○ 法定雇用率２．８％が適用される機関の在職状況（障害種別等） 
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障害者の数 

 

④ 

実雇用率 
(％) 

⑤ 

法定雇用率

達成 

機関の数 
(機関) 

⑥ 

達成割合 
(％) 

身体障害者 
(人) 

知的障害者 
(人) 

精神障害者 
(人) 

旭 川 
5 年 18 5,190.0 119.0 2.5 10.0 2.53 12 66.7 

6 年 18 5,270.0 128.5 3.5 13.0 2.75 11 61.1 

北海道 
5 年 222 79,739.0 1,744.5 54.0 246.0 2.56 157 70.7 

6 年 222 80,469.5 1,761.0 68.5 334.5 2.69 136 61.3 

全 国 
5 年 2,667 2,053,964.0 42,004.0 2,073.0 12,102.0 2.74 2,106 79.0 

6 年 2,700 2,064,209.5 42,841.0 2,260.5 13,789.5 2.85 1,962 72.7 

 

地方公共団体における在職状況 
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（ 参 考 ） 

◎ 法定雇用率とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 障害者雇用率達成指導 

○「障害者雇入れ計画」とは 

  未達成企業のうち、障害者雇用率を相当下回っており、ある程度の期間にわたって継続

的かつ計画的に障害者を雇い入れしなければ、その達成が困難と認められる企業の事業主

に対して、公共職業安定所長が障害者雇入れ計画（２年間）の作成を命ずることとなってい

る。 

○「障害者雇入れ計画作成命令」の発出基準 

   今後の雇入れ（過去３年間の新規労働者雇入れ数 ≧ 不足数）が見込まれており、次の①か

ら③のいずれかに該当する企業の事業主 

 

                                                                 

 

 

民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞ

れ以下の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならないこととさ

れている。 

雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者、知的障害者又は精神障害者(精神障害者保健

福祉手帳の交付を受けている者に限る。)である。 

 

 

 ○ 一般の民間企業 ･････････････２．５％ 

 ○ 独立行政法人等 ･････････････２．８％ 

 ○ 国、地方公共団体 ･･･････････２．８％ 

 ○ 都道府県等の教育委員会 ･････２．７％ 

 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身

体障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が 

20 時間以上 30 時間未満の労働者）については、１人分として、重度以外の身体障害者、

知的障害者については、0.5 人分としてカウントされる。 

 ※ 精神障害者である短時間労働者については当面の間、その１人をもって１人分として 

カウントされる。 

※  重度身体障害者、重度知的障害者又は精神障害者である特定短時間労働者（１週間の所

定労働時間が10時間以上20時間未満の労働者）については、0.5人分としてカウントされ

る。 

①  実雇用率が前年度全国平均実雇用率未満（令和 5年 2.33％）かつ不足数５人以上 

②  法定雇用障害者数が３～４人(対象労働者数120.0人以上200人未満規模の企業)であ

って､雇用障害者数が０人の企業 

③ 不足数 10人以上の企業 
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◎ 障害者雇用率達成指導の流れ 

 実雇用率の低い事業主等に対しては、「障害者の雇用の促進に関する法律」に基づき、下記のよう

に、ハローワークにおいて雇用率達成指導を行っている。 

 不足数の多い企業等については、当該企業等の事業主に対して、北海道労働局、厚生労働省本省

が直接指導を実施している。 

                         （障害者雇用促進法第 43 条第７項）  

 

 

 

                         （同法第 46 条第１項）              

                          ※ 翌年１月を始期とする２年間の計 

                           画を作成するよう、公共職業安定所 

長が命令を発出 

 

                         （同法第 46 条第６項） 

                          ※ 計画の実施状況が悪い企業に対し、

適正な実施を勧告 

                           （計画１年目の 12 月） 

 

※ 雇用状況の改善が特に遅れている

企業に対し、公表を前提とした特別指

導を実施。（計画期間終了後に９か月

間） 

 

                         （同法第 47 条） 

 

【指導実績】 

１ 令和５年度の実績 

 ＊「障害者雇入れ計画作成命令」の発出（計画始期令和 6 年１月）   219 社（うち、北海道 7 社） 

 ＊障害者雇入れ計画の「適正実施勧告」(令和 6 年２月勧告)         63 社（うち、北海道 3 社） 

 ＊特別指導の実施（令和 5 年４月～12 月実施）             33 社（うち、北海道 5 社） 

２ 障害者雇入れ計画を実施中の企業（５年度）             502 社（うち、北海道 27 社） 
（計画始期令和 4 年 1 月、令和 5 年 1 月） 

３ 企業名の公表実績（全国値） 

   18 年度 ２社、19 年度 １社（再公表）、20 年度 ４社、21 年度 ７社（うち１社は再公表）

22 年度 ６社（うち 2 社は再公表）、23 年度 ３社（うち１社は再公表）、24 年度 ０社、 

25 年度 ０社、26 年度 ８社、27 年度 ０社、28 年度 ２社、29 年度 ０社、30 年度 ０

社、令和元年度 ０社、令和２年度 １社、令和３年度 ６社、令和４年度 ５社（うち３社

は再公表）、令和５年度 １社（再公表） 

 

雇用状況報告（毎年６月１日の状況） 

障害者雇入れ計画作成命令 

障害者雇入れ計画の適正実施の勧告 

特  別  指  導 

企 業 名 の 公 表 



                 

- 7 - 

 

  



                 

- 8 - 

 

○雇入れのきっかけづくり（トライアル雇用助成金）

【障害者トライアル雇用】
安定所等の紹介により障害者を原則３ヶ月間雇用することにより障害に対する理解を深
めていただき、その後の常用雇用のきっかけづくりを進める制度です。

【障害者短時間トライアル雇用】
週10時間以上20時間未満の労働時間で、３～12ヶ月間雇用し、最終的に週20時間以上
の常用労働者となることを目指す制度です。精神障害者、発達障害者が対象です。

障害者トライアルコース・障害者短時間トライアルコース

発達障害者や難病のある人を安定所等の紹介で雇用し、適切な雇用管理等を行っ
た事業主に助成を行います。

発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース

○雇入れに活用できる助成金制度（特定求職者雇用開発助成金）

安定所等の紹介により身体・知的・精神障害者を継続して雇用する労働者として雇
い入れた事業主に対して、賃金の一部に相当する額を助成する制度です。

特定就職困難者コース

障害者である労働者の職場定着を図るため
に、有期雇用等から正規雇用等のより安定
した雇用形態に転換した事業主に対して助
成する制度です。

障害者正社員化コース

○職場定着に活用できる助成金制度（キャリアアップ助成金）

各助成金の支給額・支給
要件の詳細については、
お近くのハローワーク・
労働局へお問い合わせ

ください。

◇関係機関との連携した支援

障害者本人への就業に向けた相
談・支援のほか、事業所への障害
者の雇用管理に関する支援やジョ
ブコーチの派遣等を行っています。

北海道障害者職業センター

障害者の職場定着を図るためにジョブ
コーチが会社に出向き、障害者本人、事
業主等に支援を行います。

職場にて作業能率をあげる、作業ミスを
減らすための支援や障害に配慮した対
応方法についての助言・援助等を行い
ます。

ジョブコーチ（職場適応援助者）

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害者や雇用している事業所に
対し、事業所への訪問などにより相談・助言を行います。

障害者就業・生活支援センター

札幌、石狩、旭川、函館、釧路、帯広、北見、小樽、伊達、名寄、岩見沢に設置しております。

札幌に本所、旭川に支所が
あります
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